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これらの問題を踏まえ，今後の言語聴覚士養成
に関する課題を検討する．

２．言語聴覚士の不足と国家試験合格率

　図１のように 2021 年の時点でリハビリテー
ションに関わる職種である理学療法士は約 19
万 2 千人（年間 9 万 5 千人近くの増加），作業
療法士は約 10 万 9 千人（年間 4 万 5 千人近く
の増加）であり，言語聴覚士は約 3 万 6 千人（年
間 2 千人弱の増加）で，他のリハビリテーショ
ン専門職に比べて総数も増加数も少ない．言語
聴覚士の支援を必要とする障害者は，2018 年の

「厚生労働白書」１）によると身体障害児・者 436
万人，知的障害児・者 108 万人，精神障害児・
者 419 万人で，その内には言語聴覚障害や摂食
嚥下障害がある方が含まれる．知的障害児・者
はほとんどの方に言語聴覚障害があると想定で
きる．また，特別な教育的支援が必要な児童は
57 万と推定できる（文部科学省「学校基本調査
2020」２）では小中学生の総数，951 万人で，そ
のうち特別な配慮が必要な児童を 6% とした）．
　これらの対象児・者を 3 万 6 千人の言語聴覚
士で十分支援できず，実際に言語聴覚士が不足
している状況が持続している．
　毎年入学した 4 千人の入学者が確実に進級し
国家試験に合格するよう，教育内容と方法の見
直しをすべく，日本言語聴覚士協会は養成教育
の根幹をなすと考えられる教育ガイドラインと
モデル・コア・カリキュラムを 2018 年に完成
させた．これは前述した指定規則の改定に向け
ての参考資料として役立つものである．しかし，
科学の進歩は著しく，対応する内容を継続的に
見直し，更新していくことが必要であり，日本
言語聴覚士協会の養成教育部内で今後も検討し
ていく．
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１．言語聴覚士養成教育の課題

　「言語聴覚士」とは，「厚生労働大臣の免許を
受けて，言語聴覚士の名称を用いて，音声機能，
言語機能または聴覚に障害のある者について，
その機能の維持向上を図るため，言語訓練その
他の訓練，これに必要な検査及び助言，指導そ
の他の援助を行うことを業とする者をいう」（言
語聴覚士法第 2 条 1997 年制定）とされ，リハ
ビリテーションに関わる専門職である．この養
成教育は，言語聴覚士学校養成所指定規則（1997
年制定）と，言語聴覚士養成所指導ガイドライ
ン（「言語聴覚士養成所の指導要領」〈1998 年を
2015 年に改定〉）に規定されている．1999 年に
実施された国家試験により，4 千人余りの有資
格者が誕生し，2021 年には 3 万 6 千人に達して
いる．厚生労働省から指定された現在の養成校＊

は 77 校で毎年ほぼ 4 千人が入学している．
　これらの法令が制定されてから約 20 年が経
過した．この間，医療知識と技術の拡大・向上
だけではなく，医療保険制度，介護保険制度，
教育制度等の言語聴覚療法と関連する領域を含
む社会情勢の変化が著しく，以前の指定内容で
は，言語聴覚療法が対応できなくなっている．
　医療分野の他職種については，カリキュラム
の大綱化，指定規則等の見直しや改定が行われ
た．言語聴覚士養成教育についても，法令改定
されるよう関連諸団体に働きかけを進めている．

＊養成課程は 82 であるが養成校は 77 で，これ以外に科
目履修により，国家試験受験資格が得られる養成
校も存在する．

──────────
＊１　Speech-Language-Hearing Therapist
＊２　Chizuko Uchiyama 目白大学保健医療学部言語聴覚
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３．臨床実習教育

　養成教育の最終段階である実習時間は現行
480 時間（12 単位）と規定されているが，他の
リハビリテーション専門職と比較しても少ない．
臨床実習指導者と養成校教員へのアンケート結
果３）からも卒後の能力が低く，臨床実習の時間
が十分とは言い難いことが示されており，現行
の臨床実習時間，および単位数の見直しが必要
と考えられる．時間とともに，教育方法や評価
に関しても検討が必要である．先のアンケート
結果は，両者が臨床実習評価に関して全国的な
統一案を希望していることを示した．
　指定規則では実習の実際的な問題である指
導形態・方法に規定はない．2018 年に改定さ
れた理学療法士作業療法士学校養成施設指定規
則（以下，PTOT 指定規則）では CS（Clinical 
Clerkship）が推奨されている．言語聴覚士の臨
床実習においても，教育方法が考慮されるべき
であるが，まず方法ありきではなく，教育の基
本に立ち返り，臨床実習教育の目標と評価の中
で，方法をどのように位置づけけるのか考えて
いく必要がある．そのうえで，現在実践されて

いる方法や新規の方法など，言語聴覚士養成に
より適切な方法を考慮する必要があると考えら
れる．日本言語聴覚士協会養成教育部で言語聴
覚士の意向を踏まえて，臨床実習教育の方法や
評価に関しても検討する予定である．
　臨床実習のような体験を重要視する学習では，
早期の経験が重要であることが指摘されてい
る．そこで，臨床実習の形態に関しても早期に
見学を取り入れ，段階的に高度な内容へ進むよ
う，見学実習，評価実習，総合実習へと実習形
態の構成することが望まれる．見学実習は学習
初期の段階で，臨床実習指導者の臨床を見学し
て言語聴覚療法の臨床の実際を学習する．評価
実習は養成の中期段階に指導者の下，対象者に
対して言語聴覚療法の評価・診断を体験し，臨
床の基本的態度と評価・診断の基本的技能を学
習する．総合実習は養成の最終段階で，治療を
含めた総合的な言語聴覚療法を臨床実習指導者
の下で体験し学習する．
　臨床実習施設に関しては，医療施設が 3 分の
2 以上と規定されているが，成人領域での実習
に比べ，小児を対象とする実習は少なく実習領
域に偏りがある．これは，図２のように，小児

図１　理学療法士，作業療法士，言語聴覚士の国家資格保有者数と国家試験合格率（Uchiyama，2020 ４）より改変）
　　　左数字（人）・棒線：有資格者総数，右数字（%），折れ線：国家試験合格率
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言語・認知領域や，聴覚領域で働く言語聴覚士
数は他に比べて極めて少ないことが一因である．
これは小児分野で就職できる施設が少ないこと
が大きな要因で，今後，児童発達支援サービス
や放課後デイサービスの拡充に伴い，言語聴覚
士が専門職として就職できる小児領域と聴覚領
域の拡大が望まれる．　　
　臨床実習指導者の質も重要な要素であり，教
育の基本的な原理や方法を熟知した指導者が望
まれるが，現在の要件は臨床経験が 5 年以上の
みである．改定された PTOT 指定規則では，厚
生労働省が指定した臨床実習指導者講習会等を
修了した者となり，言語聴覚士も同じレベルの
資質が要求される．

４．カリキュラムの見直し

　臨床実習時間の増加だけではなく，社会情勢
の変化により，言語聴覚療法の内容も変わりつ
つある．それに合わせたカリキュラム編成が必
要で，地域包括支援，職場管理・自己管理といっ
たマネジメント，医学の進歩により進んだ画像
評価の方法など習得すべき内容をカリキュラム
に盛り込む必要がある．

５．専任教員の質の担保

　学習においてモデリング学習の効果が大きい
ことから，専任教員が言語聴覚士としての行動
獲得のモデルになる要素は大きい．したがって，
専任教員は専門領域の知識の伝達だけではなく，
言語聴覚療法の実践も適切に行える資質が必要
である．また，教育者として必要な能力も要求
される．しかし，指定規則における専任教員の
要件は，免許取得後の言語聴覚士としての業務
経験 5 年以上のみである．これからの教員も現
在の教員も今以上の臨床ならびに指導能力を磨
いていくことが重要である．PTOT 指定規則で
も専任教員の要件が改定されたが同レベルの資
質の獲得が要求される．

６．養成形態の整備

　現在，言語聴覚士の養成教育機関の多くは，
大学または専門学校における 3 年以上の教育で
ある．しかし現行では，多岐にわたる養成形態
が認められており，養成教育上の問題は否定で
きない．特に，問題となるのは修学年数が短い
場合（1 ～ 2 年）である．指定規則では修学年

図２　日本言語聴覚士協会会員が対象としている障害（日本言語聴覚士協会 HP より 2021）
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数にかかわらず，専門科目は同一科目内容と単
位数の履修が必要であり，国家試験合格に目標
を置いた，知識偏重の教育に偏る傾向があり，
臨床技術の修学がおろそかになる事態が生じて
いる．より質の高い言語聴覚士の養成を目指す
には，長期的に養成形態の統一化も視野に入れ
た検討が必要であるかもしれない．
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